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[億円]

増減額 増減率

1 東京都 948,286 931,283 -17,004 -1.8%
2 大阪府 389,266 373,150 -16,116 -4.1%
3 愛知県 337,742 354,475 16,733 5.0%
4 神奈川県 307,399 302,185 -5,214 -1.7%
5 埼玉県 199,107 206,782 7,675 3.9%
6 千葉県 195,922 198,112 2,190 1.1%
7 兵庫県 193,943 192,325 -1,617 -0.8%
8 北海道 198,058 182,688 -15,371 -7.8%

9 福岡県 177,773 ���������������������������� 4,126 ����������������

10 静岡県 164,082 158,763 -5,319 -3.2%
都道府県合計 5,166,634 5,086,456 -80,177 -1.6%

平成15年度 平成25年度都道府県
全国
順位
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���� ���� ���� ���� ����
���� ���� ���� ���� ���� ���	

    

第３第３第３第３章章章章    中小企業の中小企業の中小企業の中小企業の動向動向動向動向    

１．１．１．１．福岡県福岡県福岡県福岡県のののの産業構造産業構造産業構造産業構造    

((((１１１１))))    県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産（（（（名目名目名目名目））））及び就業者数及び就業者数及び就業者数及び就業者数からからからから見た見た見た見た福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業    

平成 25 年度の県内総生産は 18 兆 1,899 億円となり、10 年前と比べて 2.3％上昇しました。都道府 

県の合計が 1.6％減少する中で、上位 10都道府県で上昇したのは福岡県を含めて４県だけです。 

推移を産業別に見ると、第１次、第２次産業が停滞する中、平成 20 年のリーマンショックの落ち込み 

からの回復は、第３次産業の拡大が寄与していることが分かります。 

本県の産業を経済活動別に総生産と就業者数で見ると、サービス業、卸売・小売業、製造業の順に 

大きく※なっており、３分野を合わせたシェアは、50.7％、63.1％と半分を超えています。 

※不動産業の総生産額には、実際に市場で取引されていない「持ち家の家賃」が含まれているため、順位からはずしています。 

                        

 

  

    

 

 

 

 

 

 

    

    

    

 

    

    

                                 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

        

サービス業サービス業サービス業サービス業

708,397708,397708,397708,397

［［［［30.3%30.3%30.3%30.3%］］］］

卸売・卸売・卸売・卸売・

小売業小売業小売業小売業

482,047482,047482,047482,047

［［［［20.6%20.6%20.6%20.6%］］］］

製造業製造業製造業製造業

284,537284,537284,537284,537

［［［［12.2%12.2%12.2%12.2%］］］］

政府ｻｰﾋﾞｽ

生産者

111,869［4.8%］

運輸業

154,738［6.6%］

情報通信業

70,600［3.0%］

建設業

185,209［7.9%］

金融・保険業

61,232［2.6%］

対家計民間

非営利ｻｰﾋﾞｽ

生産者

160,891

［6.9%］

電気･ｶﾞｽ･水

道業

24,746［1.1%］

農林水産業

58,734［2.5%］

鉱業

923［0.0%］
不動産業

35,753［1.5%］

就業者数就業者数就業者数就業者数

2,339,6762,339,6762,339,6762,339,676人人人人

サービス業サービス業サービス業サービス業

42,33242,33242,33242,332

［［［［23.3%23.3%23.3%23.3%］］］］

卸売・卸売・卸売・卸売・

小売業小売業小売業小売業

25,96825,96825,96825,968

［［［［14.3%14.3%14.3%14.3%］］］］

製造業製造業製造業製造業

23,91223,91223,91223,912

［［［［13.1%13.1%13.1%13.1%］］］］

政府ｻｰﾋﾞｽ

生産者

14,677

［8.1%］

運輸業

10,684［5.9%］

情報通信業

10,673［5.9%］

建設業

10,261［5.6%］

金融・保険業

6,374［3.5%］

対家計民間非営利

ｻｰﾋﾞｽ生産者

4,957［2.7%］

電気･ｶﾞｽ･水道業

3,687［2.0%］

農林水産業

1,383［0.8%］

鉱業 192［0.1%］

不動産業

25,293

［13.9%］

県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産

18181818兆兆兆兆1,8991,8991,8991,899億円億円億円億円

出所：内閣府｢平成 25 年度県民経済計算(全国集計) 

経済活動別総生産(名目)｣より作成 出所：福岡県調査統計課「平成２５年度県民経済計算」より作成 

※その他は、輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費

図表図表図表図表    主要都道府県別総生産主要都道府県別総生産主要都道府県別総生産主要都道府県別総生産                                    図表図表図表図表    産業別県内総生産（名目）の推移産業別県内総生産（名目）の推移産業別県内総生産（名目）の推移産業別県内総生産（名目）の推移                        

図表図表図表図表    経済活動別県内総生産と就業者数経済活動別県内総生産と就業者数経済活動別県内総生産と就業者数経済活動別県内総生産と就業者数                                    

出所：福岡県調査統計課「平成 25 年 県民経済計算」より作成 

［単位：人］ ［単位：億円］ 
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（単位：100万円、％）

移輸出額 構成比 中間投入額 構成比
移輸出額　+

中間投入額
構成比

3,622,789 27.52 1,418,876 8.91 5,041,664 17.33

2,222,925 16.89 2,148,118 13.49 4,371,043 15.03

1,068,889 8.12 757,351 4.75 1,826,239 6.28

1,043,514 7.93 1,473,839 9.25 2,517,353 8.65

886,856 6.74 856,140 5.37 1,742,996 5.99

8,844,973 67.20 6,654,323 41.78 15,499,295 53.28

13,161,983 100.00 15,928,273 100.00 29,090,256 100.00

対 個 人 サ ー ビ ス

上 記 ５ 部 門 の 小 計
３ ９ 部 門 の 合 計

商 業

輸 送 機 械

飲 食 料 品

鉄 鋼

((((２２２２))))    取引構造から取引構造から取引構造から取引構造から見た見た見た見た福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業福岡県の産業    

本県の産業を域外からの外貨・利益の獲得（移輸出額）と域内への分配（中間投入額）の取引構造 

から見ると、商業（卸売・小売業）、輸送機械（製造業）、飲食料品（製造業）、鉄鋼（製造業）、対個人 

サービス（サービス業）の５つの産業が高い位置を占めています。取引構造の面から見ても、卸売・小 

売業、製造業、サービス業は地域経済の中心となっています。     

    

    

    

    

    

    

    

((((３３３３))))    本県製造業の特徴本県製造業の特徴本県製造業の特徴本県製造業の特徴    

本県製造業を産業別に見ると、付加価値額は、食料品製造業（3,364 億円）、輸送用機械器具製    

造業（2,861 億円）、鉄鋼業（2,158 億円）の順に大きく、また、従業者数は、食料品製造業（44 千人）、 

輸送用機械器具製造業（24 千人）、金属製品製造業（18 千人）の順に多くなっており、それぞれ合 

計すると全体の３割を超えています。 

食料品製造業は、豊富で良質な農水産物が調達出来ることや、物流環境に恵まれていること等 

を背景に集積が進み、出荷額は全国第 10位。また、本県は３つの自動車メーカーの最新鋭工場 

が立地し、年間生産能力 100 万台を超える自動車の一大生産拠点であり、輸送用機械器具製造 

業の出荷額は全国第６位となっています。 
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県
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県
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岡

県

三

重

県

埼

玉

県

栃

木

県

東

京

都

1

2
3

4

5 6 7
8

9 10

24

22

食料品食料品食料品食料品

3,364 3,364 3,364 3,364 

[15.0%][15.0%][15.0%][15.0%]

輸送機械輸送機械輸送機械輸送機械

2,861 2,861 2,861 2,861 

[12.8%][12.8%][12.8%][12.8%]

鉄鋼鉄鋼鉄鋼鉄鋼

2,158 2,158 2,158 2,158 

[9.6%][9.6%][9.6%][9.6%]
化学

1,902 

[8.5%]

金属

1,656 

[7.4%]

窯業・

土石

1,403 

[6.3%]

生産用機械

1,149 

[5.1%]

ゴム

1,089 [4.9%]

飲料・たばこ

1,039 [4.6%]

印刷

936 [4.2%]

電子・デバイス

916 [4.1%]

その他

3,891 

[17.4%]

付加価値額付加価値額付加価値額付加価値額

2222兆兆兆兆2,3652,3652,3652,365億円億円億円億円

食料品食料品食料品食料品

43,876 43,876 43,876 43,876 

[20.9%][20.9%][20.9%][20.9%]

輸送機械輸送機械輸送機械輸送機械

24,406 24,406 24,406 24,406 

[11.6%][11.6%][11.6%][11.6%]

金属金属金属金属

18,439 18,439 18,439 18,439 

[8.8%][8.8%][8.8%][8.8%]生産用

機械

13,823 

[6.6%]

窯業・

土石

12,658 

[6.0%]

鉄鋼

10,440 

[5.0%]

印刷

10,222 

[4.9%]

化学

8,506 

[4.1%]
電子・デバイス

6,127 [2.9%]

ゴム

4,766 [2.3%]

飲料・たばこ

3,668 [1.7%]

その他

52,933 

[25.2%]

従業者数従業者数従業者数従業者数

209,864209,864209,864209,864人人人人

出所：福岡県調査統計課「福岡県産業連関表」より作成 

［兆円］ 

図表図表図表図表    基盤産業の移出額・中間投入額と構成比基盤産業の移出額・中間投入額と構成比基盤産業の移出額・中間投入額と構成比基盤産業の移出額・中間投入額と構成比                                    

［兆円］ 

［単位：人］ ［単位：億円］ 

出所：福岡県調査統計課「平成 26 年工業統計」より作成 図表図表図表図表    本県製造業の産業別付加価値額と従業者数本県製造業の産業別付加価値額と従業者数本県製造業の産業別付加価値額と従業者数本県製造業の産業別付加価値額と従業者数                                    

出所：経済産業省「平成 26 年工業統計調査」より作成 図表図表図表図表    食料品製造業及び輸送機械製造業の食料品製造業及び輸送機械製造業の食料品製造業及び輸送機械製造業の食料品製造業及び輸送機械製造業の出荷額出荷額出荷額出荷額                                    

食料品製造業        輸送用機械製造業       
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((((４４４４))))    本県本県本県本県サービスサービスサービスサービス産業の産業の産業の産業の特徴特徴特徴特徴        

本県サービス産業を産業別に見ると、付加価値額は、卸売業，小売業（2 兆 153 億円）、医療，福祉 

サービス業（1 兆 1,15１億円）、金融，保険業（6,218 億円）の順に大きく、従業者数は、卸売業，小売業 

（427 千人）、医療，福祉サービス業（272 千人）、宿泊業，飲食サービス業（163 千人）の順に多くなって 

おり、それぞれ合計すると全体の５割を超えています。 

卸売業，小売業は、北九州市・福岡市の両大都市圏を中心に多くの商業施設が集積しており、事業 

所数は全国第５位、売上高は第４位と全国的にも高い位置にあります。 

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

    

                                        

    

               

                   

 

 

((((５５５５))))    本県産業の本県産業の本県産業の本県産業の労働労働労働労働生産性生産性生産性生産性    

本県産業の労働生産性は、情報通信業が最も高く、次いで不動産業，物品賃貸業、学術研究，専 

門・技術サービス業となっています。 

人口減少・少子高齢化の進展により、長期的には労働投入量の減少が予想される中、本県経済の成長 

を維持・発展するためには、労働生産性（従業者 1 人当たり付加価値額）の向上が求められています。そ 

のためには、収益力向上のための経営管理・マーケティング・販路開拓、高付加価値商品・サービス開発 

のための人材確保、効率化のための設備投資などの取り組みが必要です。 

                                                 

 

    

    

    

    

    

    

    

卸売業，卸売業，卸売業，卸売業，

小売業小売業小売業小売業

427,167 427,167 427,167 427,167 

[28.1%][28.1%][28.1%][28.1%]

医療，福祉医療，福祉医療，福祉医療，福祉

271,940 271,940 271,940 271,940 

[17.9%][17.9%][17.9%][17.9%]

宿泊業宿泊業宿泊業宿泊業

飲食飲食飲食飲食

サービス業サービス業サービス業サービス業

162,656 162,656 162,656 162,656 

[10.7%][10.7%][10.7%][10.7%]

運輸業，郵便業

128,564 [8.5%]

生活関連サービス業，

娯楽業

77,814 [5.1%]

教育，学習支援業

64,925[4.3%]

金融業，保険業

63,225[4.2%]

情報通信業

54,421{3.6%]

学術研究，専門・技術

ｻｰﾋﾞｽ業49,259[3.2%]

不動産業，物品賃貸業

47,958 [3.2%]

複合サービス事業

9,877[0.6%]

電気・ガス・熱供給・

水道業8,075[0.5%]

サービス業

(他に分類

されないもの)

153,713 

[10.1%]

卸売業，卸売業，卸売業，卸売業，

小売業小売業小売業小売業

20,15320,15320,15320,153

［［［［30.2%30.2%30.2%30.2%］］］］

医療，福祉医療，福祉医療，福祉医療，福祉

11,151 11,151 11,151 11,151 

［［［［16.7%16.7%16.7%16.7%］］］］

金融業，金融業，金融業，金融業，

保険業保険業保険業保険業

6,218 6,218 6,218 6,218 

［［［［9.3%9.3%9.3%9.3%］］］］

運輸業，郵便業

5,551 ［8.3%］

情報通信業

4,542［6.8%］

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯

楽業 2,995 ［4.5%］

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業

2,924［4.4%］

不動産業，物品賃貸業

2,762 ［4.1%］

学術研究， 専門・技術

ｻｰﾋﾞｽ業 2,683［4.0%］

教育，学習支援業

2,361［3.5%］

複合サービス事業

479 ［0.7%］

電気・ガス・熱供給・

水道業316 ［0.5%］

サービス業

(他に分類

されないもの)

4,538 

［6.8%］

出所：総務省統計局 「平成 24 年経済センサス-活動調査」より作成 

出所：総務省統計局「平成 24 年経済センサス‐活動調査」より作成 

出所：総務省統計局 「平成 26 年経済センサス-基礎調査」より作成 

［事業所］ 

［兆円］ 
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図表図表図表図表    サービス産業の産業別付加価値額と従業者数サービス産業の産業別付加価値額と従業者数サービス産業の産業別付加価値額と従業者数サービス産業の産業別付加価値額と従業者数                                    

図表図表図表図表    卸売，卸売，卸売，卸売，小売小売小売小売業の事業所数及び売上高業の事業所数及び売上高業の事業所数及び売上高業の事業所数及び売上高                                        

図表図表図表図表    産業別労働生産性産業別労働生産性産業別労働生産性産業別労働生産性                                    
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［単位：人］ ［単位：億円］ 

[万円/人] 

＜事業所数＞ ＜売上高＞ 



 

２．２．２．２．本県本県本県本県中小企業の中小企業の中小企業の中小企業の

((((１１１１)))) 中小企業の企業中小企業の企業中小企業の企業中小企業の企業

本県の中小企業

模企業数は

県内従業者数の

を占めています。

中小企業数は、長期にわたり減少傾向にあり、平成

中規模企業は

とが影響しています。

    

    

    

    

    

 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：中小企業庁「中小企業白書
 

注） 経済センサスでは、（１）商業・法人登記等の行政記録を活用して、事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、（２）本社等の事業主が

支所等の情報も一括して報告する本社等一括調査を導入しているため、平成

純に比較することは適切ではない。

出所：中小企業庁「

図表図表図表図表    本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）本県の企業数及び従業者数（民営、非一次産業）

図表図表図表図表    全国の企業数の推移全国の企業数の推移全国の企業数の推移全国の企業数の推移
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（歳）

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 対90年
福岡県の
平均年齢

53.5 54.8 56.1 57.1 57.5 58.5 +5.0 44.5

((((２２２２))))    経営者の高齢化経営者の高齢化経営者の高齢化経営者の高齢化    

後継者難等の理由により県内企業経営者の高齢化は進んでいます。企業数が減少する中、「経営 

者の高齢化、健康の問題」は、廃業を決断する大きな理由となっている（中小企業白書アンケート）こと 

から、円滑な事業承継に向けた支援を適切に行っていくことが重要です。 

        

 

 

 

 

     

    

 

 

 

 

 

 

 

                              

 

�

�

((((３３３３))))    創創創創業業業業率率率率・廃業・廃業・廃業・廃業率率率率のののの推移推移推移推移    

企業数が減少する中、新たな創業は、雇用創出の効果に加え、既存企業との競争による生産性向上 

の効果が見込めます。 

平成 26 年の福岡県の創業率は 5.26％と全国平均よりも 1.09ポイント高く、また、廃業率は 3.58％ 

と全国よりわずかに高くなっています。産業別に見ると、情報通信業や宿泊業、飲食サービス業は開業 

率・廃業率ともに高く、新陳代謝が活発であることが伺えるほか、高齢化の影響により医療・福祉業の 

開業率は平均よりも高くなっています。 

今後、県内における創業をさらに促進するために、創業機運の醸成、ノウハウの習得等を支援する取 

り組みを行っていくことが重要です。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

出所： 福岡県調査統計課「福岡県の創業率と廃業率」より作成 
※平成 19 年の廃業率及び 20 年の創業率は前年会社数として用いている平成 19 年の国税庁統計年報の申告法人数の集計期間が 

変更されたため、累年比較はできない。また同様の理由により、平成 20 年の廃業率は公表されていない。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2014 年版」 
 

図表図表図表図表    県内企業経営者の平均年齢県内企業経営者の平均年齢県内企業経営者の平均年齢県内企業経営者の平均年齢                                    

図表図表図表図表    廃業を決断した理由廃業を決断した理由廃業を決断した理由廃業を決断した理由                                    

48.3%

12.5%
7.8%

4.9%

4.4%

4.2%

18.0%

経営者の高齢化、健康

（体力・気力）の問題

経営者の家族の問題
（介護、高齢化、教育等）

事業経営の更なる

悪化の回避

後継者（事業継承）の

見通しが立たない

主要な販売先との取引終了
（相手方の倒産、移転のケース含む）

事業の先行き

に対する不安

その他

（n=617）

図表図表図表図表    創業創業創業創業率の推移率の推移率の推移率の推移                                    

    創創創創業率業率業率業率            廃廃廃廃業率業率業率業率        

出所：㈱帝国データバンク「2016 年全国社長分析」 

図表図表図表図表    廃業廃業廃業廃業率の推移率の推移率の推移率の推移                                    
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地域住民のニーズに応じた商品・サービスの提供

既存製品・サービスの高付加価値化

人材の育成・確保

経営力の強化

��������	


��

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

	

�




�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

	

�




�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

	

�




�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

	

�




�������

年

度

��	


�	


�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

倍

�

�

�

倍

倍

倍

倍

倍

���������������������������������������������

�#$ÝºxR

�

.ÝºxR

$%

��NM��!

5�

�#$EFGÝºxR

hi

K

j

¿

k

t'HI�

������

���

��

�×è6"÷üÊýbX�$–Ôþ

×è6"÷üÊýbX�$–Ôþ×è6"÷üÊýbX�$–Ôþ×è6"÷üÊýbX�$–Ôþ

���

�Rb$��Rb$��Rb$��Rb$��

������������������������������������

���������

���().S��	°±;�

().S��	°±;�().S��	°±;�().S��	°±;����������

����������������������������

���

���������

���F]ö÷7¨9

F]ö÷7¨9F]ö÷7¨9F]ö÷7¨9����ƒ„ƒ„ƒ„ƒ„

��������

ò�ò�ò�ò�

����×è6"øù×è6"øù×è6"øù×è6"øù

�������������������������������������#$c

‚

eC

t'

o

t

eõ

KL

#�.ù¯�ü

o

t

eõpq

‰

ra

HI5

�pp��™š›V�q��œ�•ž……J=

Ÿ �V�q+"=

�������	
�



23 

 

100
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115
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130

01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13

（労働生産性

2001年度=100）

（年度）

2001年度から2013年度まで継続して輸出を行っている企業（輸出実施企業）

2001年度から2013年度まで一度も輸出をしていない企業（輸出非実施企業）

良かった�����

社�����

特にない��	


社�����

((((５５５５))))    中小企業の新たな挑戦中小企業の新たな挑戦中小企業の新たな挑戦中小企業の新たな挑戦    

第２章で見てきたように、人口減少・少子高齢化に伴い域内需要が縮小していく中で、海外、特に 

アジア市場は拡大を続けており、また訪日外国人によるインバウンド消費も増加しています。 

中小企業を取り巻く困難な環境に打ち勝ち、さらなる発展を遂げていくためには、新たな商品・サー 

ビス・技術の開発や成長分野への進出、海外展開など新たな事業展開に向けた取り組みが必要です。 

現に経営革新計画の認定企業からは、「取引先・販路が拡大した」「売上が上がった」などの声が寄 

せられています。 

また、輸出実施企業と輸出非実施企業の労働生産性の推移を見ると、リーマンショックの影響による 

一時的な落ち込みを除き、輸出実施企業は高水準で推移しています。 

県内中小企業が新たな事業に挑戦し、事業展開を図っていくために、将来を見据えた計画的な経営、 

技術の高度化や新商品の開発、海外展開等を支援していくことが求められています。 

        

    

    

どのような点が良かったか（主な意見）どのような点が良かったか（主な意見）どのような点が良かったか（主な意見）どのような点が良かったか（主な意見）    

○事業・経営計画を策定できた ○事業の見直しができた 

○ビジネスプランが明確化した ○売上の向上 

○様々な情報・支援が得られた ○金融機関からの融資 

○会社の信用が上がった ○取引先・販路の拡大 

○補助金の適用を受けた ○新商品開発・新規事業 

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 1.中小企業のみを集計。 

   2.労働生産性=国内の付加価値額/国内の従業員数で計算。 

   3.2001 年度から 2013 年度まで連続して回答している企業を集計。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2016 年版」 

出所：福岡県新事業支援課「平成２８年度経営革新計画フォローアップ調査結果集計」 

図表図表図表図表    平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度計画認計画認計画認計画認定企業の定企業の定企業の定企業の声声声声                                    

図表図表図表図表    輸出実輸出実輸出実輸出実施施施施企業と輸出非実企業と輸出非実企業と輸出非実企業と輸出非実施施施施企業の労働生産性企業の労働生産性企業の労働生産性企業の労働生産性                                    
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（万事業所）

（年）

小売業(含む飲食店） サービス業

建設業 製造業

不動産業、金融保険業 卸売業

運輸・通信業 鉱業＋電気・ガス・熱供給・水道

３．３．３．３．小規模企業の現状と課題小規模企業の現状と課題小規模企業の現状と課題小規模企業の現状と課題 

((((１１１１)))) 小規模企業の企業数及び従業者数、売上高小規模企業の企業数及び従業者数、売上高小規模企業の企業数及び従業者数、売上高小規模企業の企業数及び従業者数、売上高 

小規模企業は、地域社会の重要な担い手であるにも関わらず、減少が続いており、特に小売業、製 

造業はピーク時から半減しています。 

業種別に見ると「卸売業，小売業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「建設業」、「製造業」、「生活関連 

サービス業，娯楽業」、「不動産業，物品賃貸業」の６分野が大きなシェアを占め、この６分野での企業 

数は 81.1％、従業者数 81.8％、売上高 84.4％となっています。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」  

(注) 1．1991 年までは「事業所統計調査」(1989 年は「事業所名簿整備」)、1994 年は「事業所名簿整備調査」として行われた。 

    2．事業所ベースであり、事業所を名寄せした企業ベースではない。 

    3．統計上の「事業所の従業者総数 19 人以下・または 4 人以下」の公表値を使用しており、中小企業基本法に定められた小規模 

企業者の基準（常用雇用者 20 人以下(一部の業種は 5 人以下))ではない。 

    4．「飲食店」は、2001 年まで「小売業」に分類されていた。比較を可能にするため、2004～2012 年においては「サービス業」に含ま 

れている「飲食店」を「小売業」に含めてカウントしている。 

図図図図表表表表    小規模事業所数の推移小規模事業所数の推移小規模事業所数の推移小規模事業所数の推移((((業種別業種別業種別業種別))))                                    



 

        

                                

    

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

大企業

1.1 [0.3%]

中規模

55.7

[ 14.6%]

図図図図表表表表    企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高

                                    

                                                        

 

                            

    

大企業

682.5 

[56.6%]

中規模企業

全売上高全売上高全売上高全売上高

1,205.91,205.91,205.91,205.9

中規模企業

55.7

[ 14.6%]

全企業数全企業数全企業数全企業数

382.0382.0382.0382.0

大企業

1,433

[29.9%]

中規模企業

2,234

[46.6%]

全従業者数全従業者数全従業者数全従業者数

4,7944,7944,7944,794

企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高

                                            

                            

    

     

        

中規模企業

401.5

[33.3%]

全売上高全売上高全売上高全売上高

1,205.91,205.91,205.91,205.9兆円兆円兆円兆円

全企業数全企業数全企業数全企業数

382.0382.0382.0382.0万者万者万者万者

大企業

1,433

[29.9%]

小規模

全従業者数全従業者数全従業者数全従業者数

4,7944,7944,7944,794万人万人万人万人

出所：

企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高企業規模別の事業者数及び従業者数、売上高

                                                        

                                                                

小規模企業

121.9

[10.1%]

小規模企業

325.2

[85.1%]

小規模企業

1,127

[23.5%]

出所：中小企業庁「小規模企業白書
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同一市町村

60.7%

近隣市町村

19.7%

同一都道府県

8.3%

近隣都道府県

6.4%

国内遠隔地

4.7%

海外

0.3%

n=4,857

69.8

66.7

66.5

56.3

52.0

47.8

41.4

35.3

35.1

30.9

29.9

26.8

2.3

3.1

2.2

2.8

3.5

2.4

5.6

6.2

3.8

5.6

2.7

3.0

6.0

8.7

4.7

5.6

10.6

6.2

9.6

9.6

8.1

8.2

8.6

4.7

5.9

4.9

7.7

9.4

7.0

7.5

10.3

11.8

12.1

15.5

10.4

10.9

16.0

16.6

18.9

25.8

26.9

36.1

33.0

37.1

40.9

39.7

48.5

54.7

訪問販売の実施

新しい顧客への直接訪問・売り込み

対面販売における顧客への説明・コミュニケーションの充実

現在の社員の営業能力の向上

現在の主要な販売地域外への宣伝・広告

営業能力の高い人材の新規採用

自社の技術・ノウハウを活かした新商品・サービスの開発・投入

顧客・市場ニーズを踏まえた新商品・サービスの開発・投入

ネット販売の実施

市場分析の結果に基づく商品の開発・提供

ホームページ、Eメールを活用した情報発信

自社の製品・商品の市場分析

((((２２２２)))) 販路の開拓販路の開拓販路の開拓販路の開拓 

小規模企業は、人材や資金といった経営資源に大きな制約があるほか、商圏は同一市町村、近隣 

市町村、同一都道府県内で約９割となっており、人口減少・少子高齢化による域内需要縮小の影響を 

大きく受ける構造となっています。 

需要縮小に対応するための「販路開拓」が小規模企業の最大の課題であり、アンケートでも｢自社の 

製品・商品の市場分析｣、｢ホームページ、Ｅメールを活用した情報発信｣、｢市場分析の結果に基づく 

商品の開発・提供｣、「ネット販売の実施」など、販路開拓のための ICTの活用や市場分析について、 

公的、または民間支援機関からの支援を求めています。 

県内の小規模企業の「成長発展」及び「事業の持続的発展」を図っていくために、地域や企業の実 

情に精通した商工会議所や商工会の経営指導員による巡回指導や経営計画の作成等を通じた支援 

をきめ細やかに行っていくことが必要です。 

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

    

        

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」  

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2015 年版」 

図図図図表表表表    直直直直近近近近決決決決算算算算におけるにおけるにおけるにおける商圏商圏商圏商圏区分別の売上高構成比率区分別の売上高構成比率区分別の売上高構成比率区分別の売上高構成比率                                

図図図図表表表表    販販販販路路路路開開開開拓拓拓拓に向けた取組につに向けた取組につに向けた取組につに向けた取組についていていていてのののの協力先協力先協力先協力先                                

注)1．小規模事業者＝小規模企業（以下同じ）である。 
注)2．「近隣市町村」とは、主たる事業所のある「同一市町村」の 

行政区域と接している(同一都道府県内の)市町村全部をいう。 
 注)3．「近隣都道府県とは」、「同一都道府県」の行政区域と接して 

いる都道府県全部をいう。 
 注)4．本図における構成比率は、4､857 者の小規模事業者毎の商圏 

区分別の売上高構成比率を単純平均したもの。 

■自社のみで対応可能  ■他の企業（大企業）との協力が必要  ■他の企業（中小企業）との協力が必要 

■民間の支援機関（コンサルタント、税理士、金融機関等）の支援が必要 

■公的支援機関（国、都道府県、市区町村、商工会、商工会議所等）の支援が必要 

他からの協力の必要性が高い取組 
0% 50% 100%
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19.2%

34.1%

27.5%

45.6%

43.3%

44.3%

35.2%

22.6%

28.1%

0% 50% 100%

活用していない(n=2,133)

活用している(n=2,724)

全体(n=4,857)

増加 横ばい 減少

60.0%

53.1%

44.1%

38.6%

42.2%

35.5%

25.0%

36.9%

40.0%

31.3%

35.3%

38.6%

40.5%

43.5%

33.3%

41.1%

0.0%

15.6%

20.6%

22.7%

17.2%

21.0%

41.7%

22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100％(n=5)

80％以上～100％未満(n=32)

60％以上～80％未満(n=34)

40％以上～60％未満(n=44)

20％以上～40％未満(n=116)

1％以上～20％未満(n=529)

0％(n=72)

全体(n=832)

増加 横ばい 減少

((((３３３３)))) ICTICTICTICT の活用の活用の活用の活用    

第２章３で見てきたように、インターネットの普及に代表される ICT化の進展は、小規模企業の事業 

活動にも大きな影響を及ぼしています。例えば、宣伝面において ICT 活用を行っている事業者とイン 

ターネットを使った受注を行っている事業者は増収傾向にあります。顧客を域内に依存しがちな小規模 

企業にとって、ICTの活用は販路拡大の重要なツールとなっており、積極的な取り組みが必要です。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」 

図図図図表表表表    宣伝面宣伝面宣伝面宣伝面におけるにおけるにおけるにおける ICTICTICTICT 活用の有活用の有活用の有活用の有無無無無と売上高のと売上高のと売上高のと売上高の傾傾傾傾向向向向                                

図図図図表表表表    インターネットインターネットインターネットインターネット受注受注受注受注比率と売上高の比率と売上高の比率と売上高の比率と売上高の傾傾傾傾向向向向                                

出所：中小企業庁「小規模企業白書 2016 年版」 


